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法政大学多摩キャンパスで絵所秀紀教授と出会ってから，早いもので四
半世紀が過ぎようとしている。ワシントン・コンセンサスへの批判，市場
の不完備性を取り入れたミクロ経済理論の途上国分析への応用など新しい
息吹が感じられた当時，社会情勢や国際開発政策と相俟って，目まぐるし
く変化する開発経済学はあたかも「生きている」ようで絵所先生の『開発
経済学』の講義に魅了された記憶は未だ薄れない。本稿では，その後の四
半世紀を振り返り，開発の中心課題となった「貧困」のなかのジェンダー
不平等について取り上げたい。
１．はじめに
この四半世紀，途上国の開発をめぐる課題として，最も注目を集め，そ
の解決に力が注がれてきたのは「貧困」問題である。1990年の世界開発報
告のテーマに「貧困」が取り上げられたのを皮切りに，国連開発計画
（UNDP） か ら 人 間 開 発 報 告 が 出 版 さ れ，「 人 間 開 発 指 数 」（Human 
Development Index）が公表されるようになるなど，数多くの国際開発機
経済発展と子供の人的資本に関する
ジェンダーバイアス：南アジアを
中心とした四半世紀の動向
上　山　美　香
356
関が途上国の貧困問題を正面から取り上げるようになった1）。包括的な貧
困削減への国際的な取り組みは，2000年に策定された国連ミレニアム開発
目標（MDGs）によってさらに加速し，その理念は今日の持続可能な開発
目標（SDGs）に引き継がれている。
国際社会における貧困削減への関心の高まりと同時に，学術面において
も貧困概念が拡大・多様化し，貧困研究のさらなる深化が見られた。アマ
ルティア・センのケイパビリティー・アプローチは，貧困分析の理論面的
な進展にとって画期的なものとなった。ケイパビリティー・アプローチで
は，財・サービスをもって厚生水準を測ることは不適切であり，財・サー
ビスを用いて人がどのような状態となり（being），どのような行動をとる
ことができるのか（doing）という「機能（functioning）」こそが重要であ
ると考えられ，さまざまな機能を達成できる実質的な自由（freedom）で
ある「潜在能力（ケイパビリティー）」が人間の厚生水準を表すとされた
（Sen［1999］）。
センのケイパビリティー理論は貧困問題へと応用されることで，その後
の国際開発政策に多大な影響を与えた。その代表例が人間開発アプローチ
である。このアプローチでは，「人々が，長寿で，健康かつ創造的な人生を
享受することを可能にするための選択肢の拡大そのもの」を開発の目的と
とらえ，そのための最も基本的な能力を，長寿で健康な人生を送ること，
知識を獲得すること，適正な生活水準を保つために必要な資源を入手する
こと，そして地域社会における活動に参加することであるとし，所得や経
1） 1978年の初刊行以来，『世界開発報告』のメインテーマとして「貧困」が取り上げられたの
は1980年，1990年，2001/2年の３回である。1980年には「貧困と人的開発」として，低所
得国における栄養不良，疾病，文盲，高い死亡率といった課題が示され，「人間らしい生活
ができないこと」こそが貧困であると指摘された。真っ黒な表紙に大きく「貧困」と記され
た1990年の報告書は，包括的貧困を真正面から扱った事実上初のレポートであり，途上国
での家計調査をもとに貧困層を特定し，彼らの生活実態をミクロ経済学の枠組みを用いて明
らかにすることを試みた。2001/2年の報告書では，当時巻き起こっていた様々な貧困研究の
進展を受けて，貧困を物質(貨幣)面の欠如と捉えるのみならず，心理的な無力感や選択肢・
機会の欠如，様々なリスクに対する脆弱性を含む多面的な現象と捉え，包括的な貧困削減を
開発戦略の中心に位置づける契機となった。
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済成長は，開発にとって重要ではあるものの一つの手段にすぎないと考え
る。このような考え方を踏まえて作られたのが，教育，保健など所得以外
の生活水準を決める要因を明示的に組み込んだ「人間開発指数」である。
これまでの一人当たり所得で測られる経済発展の序列が人間開発指数で示
される発展段階と大きく異なっているという事実は，人々に衝撃を与えた。
このような中で，経済成長を源泉とする一人当たり所得で表される狭義の
貧困削減に軸足を置いていた世界銀行をはじめとする国際開発の主流に
も，非所得側面を含めた多面的な貧困の重要性が浸透するようになった。
実証面では，途上国を対象とした家計調査が数多く実施され統計データ
が整備されるとともに，ミクロデータを用いた計量分析が目覚ましく発展
した。当初，開発経済学における貧困問題は富める国と貧しい国との対比
であった（World bank［1980］）。それが，ミクロデータ分析の広がりとと
もに，一国の内部における地域差や社会属性による貧困状況の差とその要
因というように「世帯レベル」の貧困分析へと移り変わっていった。貧困
世帯の特定化は，貧困削減のための具体的な諸政策を実施するうえで非常
に有効なものであった。その後，実証研究の蓄積が進むとともに，世帯レ
ベルの貧困分析では明らかにできない家計内部（intra-household）におけ
る資源配分に焦点が当てられ，「個人レベル」の貧困問題へと関心が広まっ
ていくこととなる2）。
このような流れの中で，途上国の女性をめぐる問題，さまざまな分野に
おけるジェンダー格差に関する知見が蓄積されていった。開発と女性・ジ
ェンダーの関係をめぐる議論は，1970 年代の「開発と女性（Women in 
Development：WID」に遡る。WIDでは女性を取り巻く社会構造，制度な
どには着目せずに，「女性に教育，収入，能力がないこと」などの表面に現
れる女性の状況を改善することに焦点が当てられた。その後，1980 年代に
は，女性の状況を改善するには，「男性と女性の相対的な関係」や「女性に
経済発展と子供の人的資本に関するジェンダーバイアス：南アジアを中心とした四半世紀の動向
2） 途上国における家計内資源配分の理論，実証研究についてはHaddad, Hoddinott, and 
Alderman (1997) が詳しい。
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差別的な制度や社会システム」を変えていくことが必要であるとする「ジ
ェンダーと開発（Gender and Development：GAD）」が重視されるように
なった。WIDからGADへの考え方の変化は，開発における貧困の捉え方の
深化と重なる。一方で，WID，GADの双方に共通するのが，「ジェンダー
平等」3）それ自体が開発の重要な目的であり，ゆえにジェンダー格差は解消
されなければならないと捉える点である。
このような考え方に加えて，近年では，経済発展の促進に対してジェン
ダー格差の是正が重要な役割を果たすという視点が重視されてきた。世界
銀行が2012年の世界開発報告において「ジェンダー平等と開発」をテーマ
にしたように，経済発展の手段としてのジェンダー平等の重要性が広く認
知されるようになってきた。この報告書では，ジェンダー平等の進展は生
産性の向上をもたらし，次世代の人的資本を含め，その他多くの開発成果
を改善へと導く「スマートな経済学（smart economics）」であるとし，ジ
ェンダー平等が経済成長を推進する効果を重視している。
本稿では，所得貧困の削減や乳幼児死亡率の減少，基本的な保健サービ
スへのアクセスの増加など，多くの途上国で多面的な貧困状況の改善がみ
られたこの四半世紀を振り返り，ジェンダー不平等が深刻な南アジアを中
心に，子供の人的資本を中心としたジェンダーバイアスの傾向を分析する。
以下，第２節では途上国全般についてジェンダー不平等の傾向を整理し，
続く第３節では，南アジアを対象とした先行文献および統計データから就
学率，乳児死亡率，出生時人口性比，保健サービスへのアクセスに関する
ジェンダー格差の動向を検証する。第４節では，ジェンダー格差と経済発
展の関係について，経済発展がジェンダー格差解消に与える影響に対する
考察を加え，最後に今なお残るジェンダー不平等の解消に向けて提言を行
う。
3） OECD 開発援助委員会（DAC）のガイドラインによると，ジェンダー平等とは，男性と女
性が同じになることをめざすものではなく，人生や生活において，様々な機会が男女均等で
あることをめざすものであり，すべての社会や文化に画一的なジェンダー平等モデルを強制
するものでもない。
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２．途上国におけるジェンダーバイアスの変遷
まず，途上国全般における近年のジェンダーバイアスの動向について整
理しよう。世界銀行によれば，女性や女児の識字率，就学率や労働参加率
は著しく改善し，その変化の速さは目をみはるものがある（World Bank 
［2012］）。これをもって，今日の世界ではジェンダー平等が大きく前進し
ているとみる向きもあるが，教育や労働市場分野で著しい進歩がみられる
一方，「失われた女性」の問題など，依然として多くの分野でジェンダー格
差が残存しているといえよう。ジェンダー不平等の重要な4 つの側面とさ
れる経済的参加と機会，教育達成，健康と生存，政治的エンパワーメント
について動向を世界全体でみると，経済参加と政治的エンパワーメントに
関するジェンダー格差の解消が遅れており，女性の労働参加率と政治への
参画率はそれぞれ，男性の60％，20％程度に過ぎないといわれている
（UNDP ［2008］）。
教育におけるジェンダー格差は全教育レベルで劇的に縮小している。
MDGs達成を意識した戦略，政策の推進により，各国の就学率は大幅に上
昇し，それに伴って就学率の男女差も縮小してきた。図１は初等教育の純
就学率の男女比の推移を示したものである。これによると，南アジアやサ
ブサハラ・アフリカといった相対的に女子の就学率が低かった地域を含め，
いずれの地域においても就学率の男女差はほぼなくなっている。1970年代
には南アジアの女子就学率は男子の６割程度だったが，現在では初等教育
就学率の男女差は解消した。バングラデシュやネパールの改善が顕著であ
るが，インド，パキスタンでも進展が見られる。MDGs目標３では積極的
な対象とはならなかった中・高等教育においても女子就学率の相対的な改
善が見られる。
このような教育に関するジェンダーバイアスの急速かつ大幅な減少に
は，女子の教育投資収益率の上昇，教育コストの無償化など教育政策，制
度の変化，世帯収入の増加といった要因が複合的に絡み合っている。各国
経済発展と子供の人的資本に関するジェンダーバイアス：南アジアを中心とした四半世紀の動向
360
の経済発展とMDGs達成向けた国際的な取り組みが就学率のジェンダーバ
イアス解消に大きく影響を与えたと言えよう。
教育と同様にMDGsの主要な柱であり，1990年代以降，数多くの政策が
実施された保健分野に関しては，ジェンダーバイアスの動向が複雑である。
予防接種の接種率や医療機関へのアクセスに関しては，各種政策により保
健サービスが改善し，供給側の制約が解消することにより，多くの地域で
ジェンダー格差の改善が見られた。子供の体格に基づく発育不良について
は，いずれの時期においても，多くの国で顕著な男女差は見られず，むし
ろ男子に不利なバイアスが見られる国もある。一方で，次節で見るように，
北インドや中国に代表される歪んだ出生時性別比，南アジアにおける女児
の乳幼児死亡率の高さといった問題は，未だ解消されていない。
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図１　初等教育純就学率の推移（女性就学率／男性就学率）
（出所）World Development Indicatorsより筆者作成。
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３．南アジアを中心とした人口・保健面におけるジェンダーバイアス
3.1　南アジアのジェンダーバイアスに関する先行研究の整理
以下の表１は，南アジアを対象にした子供の保健分野に関するジェンダ
ーバイアスの傾向を先行研究の結果をもとに年代別に整理したものである。
男女別の健康状態にかかる指標の単純な比較分析は1980年代に数多く
行われ，南アジアにおいて，女子の健康状態が男子に比べて著しく悪いこ
とを示す研究が多数示された。特に1980年代は国際半乾燥熱帯作物研究所
（ICRISAT）の村落調査を使用した家計内での食糧消費の差や，人口保健
調査（DHS）を用いた乳幼児死亡率や子供の体格指標の男女差に関する分
析が数多く行われた。1990年代以降は個人レベルの消費分析は減少し，調
査項目が大幅に拡大され国際比較が容易なDHSやインドのNational Family 
Health Survey （NFHS）を用いた死亡率，体格といった保健のアウトカム
指標，保健サービスへのアクセスに関する分析が主流となった。1990年代
半ば以降，特にインドにおいて，ここでは文献整理の対象としていない出
生時人口性比の悪化に関心が高まり，子供の保健に関するジェンダー格差
の直接的な実証分析は減少している。
南アジアでは，年代，対象指標に関わらず，数多くの先行研究で女子に
不利なジェンダーバイアスが指摘されており，サブサハラ・アフリカなど
他の地域と比べても顕著である（Ueyama［2006］）。対象指標ごとに見る
と，食料消費の男女差に関してのみ，ジャンダーバイアスが存在しないと
する研究結果もあり，結論が分かれる。子供の体格指標に見る栄養状態・
発育不良についても，性別による偏りはないとする研究結果がいくつか出
ているが，世界的に見て，体格指標にはジェンダー格差が表れにくいこと
を鑑みると，南アジアでは他の地域と比べて，子供の栄養状態に関しても
女子に不利なジェンダーバイアスが存在するといえるかもしれない。
（乳）幼児期の死亡率に関しては，いずれの先行研究も女子に不利なジェ
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表１　先行研究に見る南アジアにおける子供の保健のジェンダー格差
女子に不利な偏り 偏りなし 男子に不利な偏り
1980年代
*#$ Sen [1981]
#$ Sen [1984]
# Sen & Sengupta [1983]
# Aldeman & Gertler [1989] (pakistan)
* Behrman [1988b] (India)
* Brown, Black & Becker [1982]
  (Bangladesh)
* Carloni [1981] (Bangladesh)
* Levine [1987] (Nepal)
* Abdulah & Wheelar [1985] (Bangladesh)
* Cowan &Dhanoa [1983] (India)
*$ Chen, Huq & D'Souza [1981] 
    (Bangladesh)
$ Rosenzweig & Schultz [1982] (India)
$ D'Souza & Chen [1980] (Bangladesh)
$ Miller [1981] (India) (d)
$ Dreze & Sen [1989]
$(#+) Basu [1989] (India) (d)
+$ Das Gupta [1987] (India)
+ Pettigrew [1986] (India)
+ Sabir & Ebrahim [1984] (Pakistan)
* Ahmed [1993] (Bangladesh)
* Behrman [1988] (India)
*# Ryan te al. [1984] (India)
* Christian et al. [1989] (India) (a)
1990年代
# Ahmed [1993] (Bangladesh) (b)
# Helen Keller International [1993]
   (Bangladesh) (c)
# Sain [1994] (India) (a)
$ Muhuri & Preston [1991] (Bangladesh)
$ Murthi, Guio & Dreze [1995] (India)
$ Kishor [1993] (India)
$ Basu [1993b] (Review of South Asia)
$ Dasgupta [1993] (Review of South Asia)
$ Dewze and Sen [1996] (India)
$ Sudha and Rajan [1999] (India)
+ Fauveau et al. [1990] (Bangladesh)
+ Alderman & Gertler [1997] (Pakistan)
* Gittelsohn [1991] (Nepal)
* Behrman & Deolalikar [1990]
   (Bangladesh)
* Pitt, Rosenzweig & Hassan
   [1990] (Bangladesh)
# Alderman & Garcia [1993]
   (Pakistan)
# Basu [1993a] (India)
2000年代
*+ Borooah [2004] (India)
*+ Vani [2004] (India)
+ Pande [2003]
$ Maharatna [2003] (India) (a)
$ Bhargava [2003] (India)
$ Alkema et al. [2014]
  (India, Nepal, Pakistan)
$ Oster [2006] (India)
*+ Vani [2004] (India)
# Pande [2003]
（注） *：食料消費（カロリー摂取）
 +：健康サービス（母乳，疾病，予防接種など）
 ＃：発育不良（体格指標）
 ＄：死亡率
(a)少数部族が対象
(b)ジェンダー差は統計的には有意でない
(c)統計的有意性に関する記述なし
(d)インド内の地域差（北部と南部）の検証
（出所）各文献の出典についてはUeyama［2007］の参考文献を参照されたい。
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ンダーバイアスを指摘しており，比較的新しい研究においてもその結果は
変わらない。医療技術の進歩や保険サービスの普及，所得向上とともに乳
幼児死亡率の水準が著しく低下していることから，Kuntla, Golo and Jain 
（2013）に示されるように，女子の死亡率と男性の死亡率の絶対差は縮小
傾向にある。一方で，死亡率減少が与える影響はもともと死亡率の水準が
高かった男子の方が大きいため（Sudha and Rajan ［1999］），死亡率の男女
比はなかなか改善せず，むしろ悪化する可能性もある（Bhaskar and Gupta 
［2007］）。事実，男女比はあまり変化がなく，ジェンダーバイアスはいま
だ残っているといえる。
時とともに，南アジアにおけるジェンダー格差の研究は，平均的なジェ
ンダーバイアスの有無から，その決定要因，地域差や属性による違い等の
検討へと問題関心が移り変わっていった。当初は，多くの研究が南アジア
におけるジェンダー格差の存在を同地域における固有の社会・文化的な要
因として論じたが（Das Gupta ［1987］など），子供の保健分野でのジェン
ダーバイアスを労働参加や人的資本に対する投資収益率の差として検証す
る動きが広まった（Rosenzweig and Schultz ［1982］など）。
人的資本投資への資源配分の偏りが明らかになるにつれて，誰がジェン
ダーバイアスの不利益を負っているのかに焦点を当てた研究が出てきた。
その代表が出生順位や兄弟構成による人的資本投資の差に関するものであ
る。たとえばPande （2003）は，単純な平均値で見た場合に深刻な発育阻
害，予防接種の接種率に対して女子に不利なジェンダーバイアスがあるこ
とを示すとともに4），兄弟の中での格差は性別のみならず，兄弟の構成に
大きく依存することを示した。同じ男子でも，二人以上の姉がいる長男が
もっとも予防接種を受け，発育阻害になる確率が低い一方で，兄が二人以
上いる場合には予防接種の接種率は低下し，発育阻害になる確率も上昇す
る。女子に関しても，第１子は兄や姉がいる場合と比べて優遇されている
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られないが，予防接種に関しては女子に不利なバイアスが見られた。
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が，第３子以降では30パーセント以上も発育阻害の割合が多くなるとい
う。これらの結果は，親は単に男子を選好するのではなく，男女の割合の
バランスを重視することを示しており，ジェンダー不平等の問題は非常に
複雑であり，その解消は簡単なものではないと言えよう。
ミクロデータやパネルデータの蓄積とともに，ジェンダーバイアスを固
定的なものと見るのではなく，経済発展や社会環境の変化によってジェン
ダーバイアスの程度・特徴は変化するのではないかとの関心が寄せられる
ようになってきた。経済発展によるジェンダーバイアスの変化については
第４節で論じることとして，以下の節では，子供の健康に関するジェンダ
ーバイアスがこの四半世紀でどのように変化してきたのか，もしくは変化
は見られないのか，それぞれの指標について統計データから検証する。
3.2　幼児死亡率のジェンダーバイアスの傾向
程度の差こそあれ，いずれの先行研究からも南アジアでは女子の死亡率
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図２　乳幼児死亡率・幼児死亡率のジェンダーバイアスの地域別推移
（出所）World Development Indicatorsより筆者作成
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が男子に比べて高いという結果が示されている。
乳幼児死亡率，幼児死亡率の男女比の地域別推移を表している図２から
２つのことが明らかである。第一に，乳幼児死亡率，幼児死亡率ともに，
南アジアでは他の地域と比べて女子に不利なジェンダーバイアスの程度が
大きく，幼児死亡率ではそれが顕著である。１歳未満の死亡率である乳児
死亡率よりも１歳から５歳未満の死亡率の方が栄養状態や保健サービスへ
のアクセスなど適切な育児を受けているか否かの影響を受けやすいため，
通常，幼児死亡率のジェンダーバイアスがより大きくなる傾向がある。こ
のことは，より細かな年齢別死亡率のジェンダーバイアスを示した図３に
よっても明らかである。一般に，生後１ヵ月未満の死亡に関しては，男子
の方が生物学的に弱いため死亡率が高いが，社会・経済的に女子に不利な
資源配分がなされている場合には，その後，徐々にジェンダーバイアスが
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図３　地域別年齢別死亡率にみるジェンダーバイアス
（注） q0-1：生後１ヵ月未満の死亡率，q2-12：生後１ヵ月から１歳未満の死亡率，q2-18：生後１
ヵ月から１歳半までの死亡率，q19-24：１歳半から２歳までの死亡率，q25-36：２歳代での
死亡率，q37-60：３歳から５歳未満までの死亡率
（出所）Demographic and Health Surveyより筆者作成
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拡大していく。１歳半以降３, ４歳までの期間が最もジェンダー格差が大
きく，栄養や保健サービスなどの過少投資による影響を受けやすいといえ
よう。
第二に，多くの地域で幼児死亡率のジェンダーバイアスは減少傾向にあ
る。ジェンダーバイアスの顕著な南アジアにおいても，2000年以降，その
値は低下傾向にある。また1990年代には幼児死亡率の男女比が1.1以上であ
った中東・北アフリカでは値が1以下まで低下し，子供の死亡に関してあま
りジェンダーバイアスが見られないサブサハラ・アフリカの水準をも下回
っている。このように全体で見ればジェンダーバイアスの低下傾向が見ら
れるが，南アジアにおける1.2という値は，男子に比べて女子の幼児死亡率
が20％高いことを表しており，格差の解消には程遠いといえる。
3.3　保健サービスへのアクセス
乳幼児への基本的なワクチン投与は近年の保健分野における国際開発政
策の柱の一つであり，世界的に著しい接種率の向上が見られる。しかしな
がら，その男女差についてはあまり知られていない。
多くの国・地域では，男女の差はほとんど見られないか，ある時は女子
の接種率が高く，ある時は男子の接種率が高いというように一定の傾向が
見られない。
一方で，南アジアは，予防接種の接種率に対して明らかにジェンダーに
よる偏り見られる唯一の地域といえる。表２に示されるように，南アジア
ではすべての国のほぼすべての調査時点で，男子の接種率が女子のそれを
上回っている。つまり，男子に比べて女子のほうが８つの基本的なワクチ
ンを接種している割合が少ない。この傾向は，ワクチン接種未経験者に指
標を変えても変わらない。
とはいうものの，国別に推移をよく見てみると，大まかな傾向ではある
が，一時点の情報しかないスリランカを除くと，バングラデシュ，ネパー
ル，パキスタンというインド以外のいずれの国においても，女子と男子の
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接種率の差が減少している一方で，インドのみで若干男女差が拡大してい
る。Oster （2009）によれば，保健へのアクセス上昇により初めはワクチン
接種のジェンダー格差が拡がるが，さらなる改善により格差は縮小する。
インドにおけるジェンダー格差拡大は，他国と比べてインドの接種率が低
いことが関係しているのかもしれない。
3.4　出生時人口性比
出生時人口の性比は，他の分野におけるジェンダーバイアスと異なる傾
向をもっており，近年，特に注目されている。すでに見たように，南アジ
ア，特にインドにおいて，幼児死亡率や栄養水準，保健サービスへのアク
セスなどのジェンダーバイアスは，いまだ根強く残ってはいるものの，徐々
に改善傾向にあるものも多い。一方で，出生時人口性比は近年その問題点
が顕著になってきた。
表２　男女別基本ワクチン８種接種率（12-18ヵ月幼児）
調査 男子接種率 女子接種率 女子-男子
Bangladesh 2014 DHS 83.6 84.1 0.5
Bangladesh 2011 DHS 87.3 84.7 -2.6
Bangladesh 2007 DHS 81.2 82.5 1.3
Bangladesh 2004 DHS 73.4 72.8 -0.6
Bangladesh 1999-00 DHS 63.5 57 -6.5
Bangladesh 1996-97 DHS 56 52.1 -3.9
Bangladesh 1993-94 DHS 62 55.8 -6.2
India 2005-06 DHS 45.3 41.5 -3.8
India 1998-99 DHS 40.4 38.2 -2.2
India 1992-93 DHS 36.7 34.1 -2.6
Nepal 2016 DHS 77.4 78.4 1
Nepal 2011 DHS 88.2 85.7 -2.5
Nepal 2006 DHS 84.9 80.6 -4.3
Nepal 2001 DHS 67.5 63.9 -3.6
Nepal 1996 DHS 46.7 39.9 -6.8
Pakistan 2012-13 DHS 56 51.5 -4.5
Pakistan 2006-07 DHS 49.8 44.3 -5.5
Pakistan 1990-91 DHS 39.1 31.3 -7.8
Sri Lanka 1987 DHS 65.5 63.3 -2.2
（出所）DHSデータより筆者計算
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以下の図４からわかるように，出生時人口性比の特徴は大きく二つある。
第一に，出生時人口性比の偏りは，東アジアと南アジアに限定してみられ
る問題といえる。実際に，中国，インド，東ヨーロッパ諸国，ベトナムな
ど一部の国・地域では顕著であるが，多くの国・地域ではそれほど問題に
なっていない。第二に，この四半世紀の間に，急速に出生時人口性比は悪
化しており，生物学的な性比では説明できないほどに男子の出生数が女子
と比べて増加している。この特徴は，緩やかながら改善傾向がみられる他
の子供の保健に関するジェンダーバイアと相反するものである。
出生時の偏った性比が生じる理由として，出生率の低下，出生前の性選
択（性選択目的の堕胎）の拡大，変わらぬ男子（息子）選好という３つの
要因があるとされる（World Bank ［2012］）。変わらぬ男子選好のもとで，
出産希望人数が抑えられ，物理的に性別選択が可能になった結果起きてい
る現象であるといえよう。
南アジアのなかでも問題が深刻なのはインド，パキスタン，ネパールで
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図４　地域別出生時人口性比の推移
（出所）　World Development Indicators
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ある。インドでは1994年に胎児の性別判定が違法となった以降も出生性比
は上昇を続けた。しかし，2000年以降いずれの国でも悪化傾向は収まり，
緩やかながら改善の兆しがみられる国もある。東アジアでも韓国，ベトナ
ムなど国では出生時性比が改善傾向にあり，長期的な視点で見れば社会経
済環境の変化が性別選好を変化させることも考えられる。　
４．経済発展とジェンダー格差
これまで，この四半世紀における子供の保健に関するジェンダーバイア
スの傾向について検討してきた。次に，ジェンダー格差と経済発展の関係
について考察を加える。
冒頭で述べたように，この四半世紀は貧困撲滅に向けた国際的取り組み
が一気に高まりを見せ，また，多くの途上国でこれまでにない経済成長が
みられた時期である（表３）。ジェンダー不平等の解消はMDGsの目標にも
掲げられ，保健サービスの促進により，子供の健康状態にも大きな改善が
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（出所）　World Development Indicators
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みられた。国際社会の取り組みと経済成長が相まって，途上国における貧
困者の割合は大きく減少した（図６）。その傾向は南アジアにおいても然り
である。
子供の人的資本への投資が過小となり，その資源配分に偏りが生じる大
きな理由として，家計が直面する所得制約があると考えられる。そうであ
れば，多くの世帯で所得水準が上昇し，かつ保健サービスへのアクセスが
容易になり，そのコストが低下したならば，子供の保健に対するジェンダ
ーバイアスも解消に向かうのではなかろうか。
しかしながら，現実は複雑である。前節で見たように，幼児死亡率や予
防接種率のジェンダーバイアスは若干減少しているものの，その傾向は非
常に緩慢である。加えて，出生時人口性比の悪化により「失われた女児」
は増加傾向にある。教育におけるジェンダーバイアスが急速に解消された
表３　年代別平均一人当たりGDP成長率（年率）
　 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年以降
南アジア 1.88 0.65 3.17 3.30 4.73 5.47
途上国 2.85 3.39 1.29 1.04 4.44 3.78
（出所）World Development Indicators
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一方で，なぜ保健分野での格差はなかなか解消に向かわないのだろうか。
Jayachandran （2014）はジェンダー格差が生じるメカニズムを経済発展
（高い家計所得，よりよい物的インフラ，高い技術，経済に占めるサービス
産業のシェアの高さ，低い出生率）の程度の低さと文化的要因との双方か
ら説明した。経済発展がジェンダー格差を解消へと向かわせるメカニズム
として，以下の３点が指摘されている。
第一に，「肉体」労働から「頭脳」労働への産業構造の変化である。経済
発展に伴う産業構造の変化に関しては，特にサービス産業のシェアの増加
が，女性の相対的な労働生産性を増加させる。農業にも教育の収益がある
ので，発展の初期状況では男子への教育投資が女子よりも多いが，頭脳労
働部門の成長とともに，女子への教育投資が増え，キャッチアップする。
女性の労働生産性の向上がジェンダー格差を縮小させることを示した研究
に Qian （2008）がある。1970年代後半における中国の経済改革を対象に，
女性が比較優位を持つお茶産地と男性が比較優位を持つ果樹栽培地を比較
分析し，女性の生産性の向上が見られたお茶栽培が盛んな地域において，
男児選好による選択的中絶の減少もしくは子殺しや育児放棄の減少を通じ
て「失われた女性」がより少なくなることを明らかにした。
第二に，労働集約的な家事からの解放が挙げられる。経済発展による世
帯所得の上昇，技術進歩，物的インフラの改善は，家事労働を効率化し，
家事に費やす時間を大幅に縮小させる。伝統的な性別分業形態に従って，
女性が家事のほとんどを担うとするならば，女性の時間が余ることになり，
女性の労働参加率が上昇することが容易に想像できる。
第三は，出生率，妊産婦死亡率の低下である。乳幼児死亡の減少，子供
に対する量から質への転換により出産希望人数が下がり，避妊法へのアク
セスが可能となれば出生率が下がる。子供の数が少なくなれば，一人当た
りへの投資が増えるため資源配分の歪みは減るかもしれない。出生率の低
下のみならず妊産婦死亡率の減少も女性の教育収益率を上昇させ，ジェン
ダーバイアスの解消につながる。
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しかしながら，実際には，出生数を制限することが性別選択に繋がり，
多くの「失われた女子」の存在につながるなど，上記の指摘は，教育に対
するジェンダーバイアスの解消に与える影響は大きいが，保健に関するジ
ェンダーバイアスの解消へとは容易につながらないようである。保健医療
の進歩による乳幼児死亡率の減少が，生物学的に弱くもともと死亡率の高
い男子の死亡死亡率を減少させることから，全体として乳幼児死亡率が減
少したときに，死亡率の男女比を増加させ，表面上ジェンダーバイアスを
悪化させるため，経済発展と幼児死亡率のジェンダーバイアスの関係は複
雑なものとなる。『世界開発報告』において，「出生時性別比（失われた女
児），死亡率のジェンダー格差と経済成長（所得増）には関係がない。」と
述べられる所以はここにある（World Bank ［2012］）。
ジ ェ ン ダ ー 不 平 等 の 原 因 と な る 文 化 的 要 因 と し て は， 父 方 居 住
（Patrilocality）や息子に対する高齢期のサポートの期待，ダウリーシステ
ム，父系性（Patrilineality），儒教やヒンズーによける宗教儀式での息子の
役割が指摘された。いずれも，息子への人的資本投資の収益率がより高く
なることから女子に不利なジェンダー格差が生じる原因となる。実際に
Ebenstein（2014）は，女児への不平等傾向が強いアジア，中東，北アフリ
カで父方居住が多いこと，インド国内およびクロスカントリー比較から，
成人男性の親との同居と人口性比には正の相関があることを明らかにし
た5）。加えて，女性の安全や純潔を守るために女性への移動の制限，学校
へ行かせないといったケースも多いという。
図７，図８はDHSから複数年の男女別幼児死亡率が得られる国を対象
に，一人あたりGDPの推移とともに幼児死亡率の男女比がどのように推移
しているかを示したものである。南アジアをみると，パキスタン，ネパー
ルで大幅な低下が見られ，バングラデシュでも低下傾向が見られる。その
中で，インドのみが経済発展に反して幼児死亡率の男女比が悪化している。
5） インドにおいては，父方居住が強い北インドで女子への不平等がより強いことが初期の研究
からも示されている。（たとえば，Dyson and Moore [1983] 等を参照）
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図７　幼児死亡率の男女比と一人当たりGDPの推移（南アジア）
（出所）　DHSデータより筆者作成
図８　幼児死亡率の男女比と一人当たりGDPの推移（サブサハラ・アフリカ）
（出所）　DHSデータより筆者作成
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図９　1990年の出生時人口性比と一人あたりGDP
図10　2015年の出生時人口性比と一人あたりGDP
（出所）World Development Indicatorsより筆者作成
（出所）World Development Indicatorsより筆者作成
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もともと女子に対するジェンダー不平等が強いインドにおいては，社会・
文化的な要因が未だに大きく，ジェンダー不平等が固定化されている可能
性がある。一方で，サブサハラ・アフリカでは，国によって変動の差が大
きく，あまり共通した傾向は見られない。サブサハラ・アフリカ全体の傾
向を概観すると，経済発展とジェンダーバイアスの間には意味のある関係
はほとんど見いだせないといえよう。これは，サブサハラ・アフリカでは
もともとジェンダーバイアスがそれほど深刻ではなかったことに起因する
かもしれない。
最近のジェンダーバイアスが深刻な問題となっている出生時人口の性比
に関して，図９，10は1990年と2015年における出生時人口の男女比と一人
あたりGDPとの関係を表す散布図を示したものである。いずれの年も一部
の国の性比の偏りが目立ち，全体の傾向としては，極めて緩やかな比例関
係がみられるものの，経済水準と出生時人口性比に強い関係は見られない。
1990年時点では韓国が女子1人に対して男子の出生が1.14人とずば抜けて
高く，それに中国，インドが続いていた。経済発展とともに韓国における
極端な性比は解消された一方で，出生前診断へのアクセスが容易になった
ことと関連し2015年にはインド，中国をはじめとする一部の国では出生時
の性比の偏重が大幅に拡大している。韓国がたどったように経済発展し先
進国へと移行するにつれて男性偏重の程度は減少するのか，今後が注目さ
れる。
５．おわりに
本稿では，この四半世紀を振り返り，子供の健康に関するジェンダーバ
イアスの傾向を検証した。その結果，著しい改善がみられた教育に関する
ジェンダーバイアスと比べて，保健分野における女子に不利なジェンダー
バイアスの改善は非常に緩慢なものであった。積極的な国際社会の取り組
み，経済発展の双方をもってもなかなか変化しない地域固有の固定的な側
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面を持ち，その意味で，この分野のジェンダー不平等は社会文化的要因に
よるところが大きいというこれまでの主張が支持されるかもしれない。
しかしながら，もともと強固な女子への不平等が指摘されるインドを除
けば，これまで女子に不利なジェンダーバイアスの強かった他の南アジア
地域では少しずつ格差が解消に向かっている。教育や労働参加のように短
期間では経済発展や経済構造の変化の影響を受けにくいが，長期的には経
済発展とともに格差が縮小していくのではなかろうか。
加えて，Doepke and Tertilt （2009）が指摘するように，女子の教育の収
益率が上昇すると，男性は自分の娘により広い法的権利を求めるようにな
るため，その他の幅広い分野においてもジェンダー不平等が解消されるか
もしれない。
一括りに議論されることの多い子供の人的資本投資にかかるジェンダー
バイアスであるが，教育と保健で，はたまた保健分野の中でも死亡率や保
健サービス，出生時人口性比といった異なる指標では，近年の傾向が異な
ることが明らかになった。一方で，まだわかっていない点も多い。栄養状
態や適切な保健サービスは幼児死亡率の重要な要因であるにもかかわら
ず，なぜ，栄養状態（体格）や保健サービスのジェンダーバイアスが縮小
するなかで幼児死亡率のジェンダーバイアスはあまり改善しないのか，出
生時人口性比とその他の指標においてパラドックスが生じる要因など，さ
まざまな疑問が残る。「息子を望むこと（男子選好）と息子への高い投資」
とは同列で扱われがちであるが，親は区別しているのかもしれない。その
点を踏まえ，より深い分析を行っていく必要があるといえよう。
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Gender Bias in Child Health and Economic Development in 
South Asia
Mika UEYAMA
《Abstract》
The aim of this paper is to explore the recent trend in gender bias in child 
health in south Asian countries and other developing countries. The paper 
also investigates how gender inequality in child health has changed 
alongside economic development in the past quarter century. The results 
show that gender biases in childhood mortality and immunization rates 
slowly begin to change for the better while the degree of this change is less 
than that concerning gender bias in education. The sex ratio at birth has a 
different tendency. Especially in India, over the past quarter century, the 
sex ratio at birth has dramatically deteriorated because of sex-selective 
abortion, although sex ratios at birth bear little significant relation to 
economic development.
